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根拠法  独立行政法人産業技術総合研究所法（平成 11 年法律第 203 号） 

主務府省 経済産業省産業技術環境局技術振興課，大臣官房政策評価広報課

（評価委員会庶務） 

設立年月日 平成 13 年４月１日 

沿 革  平 13.1 工業技術院の再編（15 研究所） 

        計量教習所 

     （*1）→ 平 13.4 独立行政法人産業技術総合研究所 

目 的 鉱工業の科学技術に関する研究及び開発等の業務を総合的に行う

ことにより、産業技術の向上及びその成果の普及を図り、もって経済及び

産業の発展並びに鉱物資源及びエネルギーの安定的かつ効率的な供給の確

保に資することを目的とする。 

業務の範囲 １．鉱工業の科学技術に関する研究及び開発並びにこれらに関

連する業務を行うこと。２．地質の調査を行うこと。３．計量の標準を設

定すること、計量器の検定、検査、研究及び開発並びにこれらに関連する

業務を行うこと並びに計量に関する教習を行うこと。４．前三号の業務に

係る技術指導及び成果の普及を行うこと。５．産業技術力強化法第２条第

２項に規定する技術経営力の強化に寄与する人材を養成し、その資質の向

上を図り、及びその活用を促進すること。６．前各号の業務に附帯する業

務を行うこと。 

○ 前項の業務のほか、計量法第 148 条第１項及び第２項の規定による立

入検査を行う。 

（*１） 

http://www.aist.go.jp/


財務及び予算の状況 

＜資本金＞ ２８５，７７４百万円 

＜国有財産の無償使用＞ あり 

＜予算計画＞                      （単位：百万円） 

 
区別 

中期計画予算 

(平成 22～26年度) 
平成 25 年度予算 

収

入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

受託収入 

 うち国からの受託収入 

その他からの受託収入 

その他収入 

計 

303,521 

53,097 

74,346 

1,829 

    72,517 

 20,632 

451,595 

 59,113 

637 

 9,355 

     22 

    9,333 

  7,726 

 76,830 

支

出 

業務経費 

 うち鉱工業科学技術研究開発関係費 

   地質関係費 

   計量関係費 

   技術指導及び成果の普及関係費 

      東日本大震災復興業務経費 

施設整備費 

受託経費 

 うち特許生物寄託業務関係経費受託 

   原子力関係経費受託 

地球環境保全等試験研究関係経費受託 

   その他受託 

間接経費 

計 

273,530 

    197,945 

     22,302 

     29,555 

     23,727 

 － 

53,097 

64,273 

      430 

494 

719 

     62,629 

 60,696 

451,595 

 56,352 

   40,506 

    4,193 

    7,116 

    3,637 

  900 

637  

8,059 

0 

        0 

        22 

    8,037 

 11,783 

 76,830 

＜短期借入金の限度額＞ １９，２２０百万円 



組織の概要 

＜役員＞ （理事長・定数１人・任期２年）中鉢 良治 （副理事長・定数 1

人・任期２年）一村 信吾 （理事・定数 10 人以内・任期２年）矢部 彰、

湯元 昇、瀬戸 政宏、金山 敏彦、（非常勤）中江 清彦、佃 栄吉、三木 幸

信、島田 広道、川上 景一、福岡 徹 （監事・定数２人・任期２年）大谷 

進、伊東 一明 

＜職員数＞ ５，８２４人（常勤職員２，９２９人、非常勤職員２，８９５

人） 

＜組織図＞ 
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中期目標 

 

Ⅰ．中期目標の期間  

産総研の平成２２年度から始まる第３期における中期目標の期間は、５年（平成２２年４月～

平成２７年３月）とする。 

 

Ⅱ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上  

１．「課題解決型国家」の実現に向けた研究開発の重点分野 

（１）世界をリードする「グリーン・イノベーション」、「ライフ・イノベーション」の推進 

・グリーン・イノベーションについて、太陽光発電、蓄電池、次世代自動車、ナノ材料、

情報通信システムの低消費電力化等の技術開発を加速化する。また、第３期中期目標

期間中に実用化の可能性が高い技術について、重点的に取り組む。太陽光発電等の新

規技術の性能や信頼性に係る評価技術の開発を推進する。 

・ライフ・イノベーションについて、産総研の有する高度なものづくり技術を最大限に

活用し、創薬、再生医療、遠隔医療システム、介護・福祉ロボット等の技術開発を推

進する。また、ロボットの性能・安全性評価技術を重点的に開発する。 

・上記の技術開発においては、要素技術の開発にとどまらず、技術のシステム化及びそ

の社会への導入のために必要な研究開発もあわせて推進する。 

（２）他国の追従を許さない先端的技術開発の推進 

・産業競争力の維持、強化のために必要な情報通信技術、材料・部材技術、製造プロセ

ス技術等に関する革新的な技術開発を行う。 

 

２．地域活性化の中核としての機能強化 

（１）地域経済の競争力を支える最高水準の研究開発の推進 

・地域センターは、バイオものづくり、蓄電池等地域の産業集積等を踏まえて研究分野

を重点化し、国内最高水準の研究開発を推進する。 

・地域センターは、各地域で重点化した分野において、企業の研究人材を積極的に受け

入れ、共同研究を効率的に推進する。 

（２）中小企業への技術支援・人材育成の強化 

・中小企業が行う研究開発から生まれた製品の実証試験・性能評価等を支援し、その事

業化を促進する。そのため、産総研の設備等の供用、公設試験研究機関等との連携等

を積極的に行う。 

・中小企業との共同研究、技術相談等の件数を増大させる。 

・共同研究を通じて、中小企業の研究者を積極的に受け入れる。また、技術研修等を通

じ、先端的な技術開発等に対応できる中小企業の人材の育成を推進する。 

 

３．産業や社会の「安全・安心」を支える基盤の整備 

（１）国家計量標準の高度化及び地質情報の戦略的整備 

・ナノスケール等の高度な計測ニーズや新素材の安全性評価等に応えるため、計量標準



 

の高度化、新規標準物質の提供等を行う。 

・資源エネルギーの安定供給の確保、防災等のため、地質調査を行うとともに、従来に

比してより詳細な地質図の作成等を行う。 

（２）新規技術の性能及び安全性の評価機能の充実 

・研究開発によって得られた新規技術の社会への普及に不可欠な性能及び安全性の評価

について、民間企業とのコンソーシアム等を活用しつつ、評価技術の開発、基準の作

成を推進する。そのため、産総研内に性能及び安全性評価の推進を主務とする組織を

設置する。 

・開発した性能及び安全性評価技術の標準化を進めるとともに、蓄積した技術や知見等

について民間認証機関への移転を推進する。 

・環境配慮素材の物性等の性能・安全性のデータベースの整備を推進する。 

（３）研究開発成果の戦略的な国際標準化、アジアへの展開 

・研究開発プロジェクトの企画の段階から、標準化を見据えたものとし、国際標準化の

提案を拡大する。我が国の提案の実現に向け、国際標準化を検討する国際会議等への

専門家の派遣数を拡大する。 

・環境技術やその性能、信頼性に係る評価技術等の分野について、アジア諸国等の評価

機関等との技術協力を行うとともに、可能な分野において国際標準化に向けた共同作

業を行う。 

 

４．「知恵」と「人材」を結集した研究開発体制の構築 

（１）産学官が結集して行う研究開発の推進 

・ナノテクノロジー、太陽光発電、蓄電池、ロボット等の分野において、つくばセンタ

ーや地域センターの研究環境を整備すること等を通じて産業界、大学及び公的研究機

関の多様な人材を結集し、世界をリードする研究開発を推進する。あわせて、施設や

設備の外部利用、共同研究時の知的財産の保有に関するルール作り等を行う。 

・世界トップに立つ研究機関を目指し、論文数の拡大を推進するとともに、その論文の

被引用数に基づく世界ランキングの向上を実現する。 

（２）戦略的分野における国際協力の推進 

・燃料電池、バイオ燃料の技術等のクリーン・エネルギー技術分野における米国の国立

研究所との間の共同研究等を推進し、国際的な人材交流、研究テーマの拡大を実施す

る。 

・バイオマス等において、アジア諸国等の研究機関との間で、現地における実証、性能

評価に関する研究協力等を拡大する。 

（３）若手研究者のキャリアパス支援及び研究人材の交流推進 

・産総研を通じてポスドク等の研究人材を共同研究の相手先企業に派遣すること等によ

り、若手研究者の能力向上や就職の機会を拡大する。 

・企業の研究人材の受入れや産総研研究者の企業への派遣等、人材交流を拡大する。 

 

５．研究開発成果の社会への普及 

（１）知的財産の重点的な取得と企業への移転 

・産総研として取得し管理すべき知的財産の対象を重点化するため、知的財産の取得や

管理に係る方針を策定する。 

・円滑な技術移転を実現するため、知的財産権の対価の柔軟化など、管理体制等を見直



 

す。 

（２）研究開発成果を活用したベンチャー創出支援 

・産総研の研究成果だけでなく、大学、他の研究機関等の成果を組み合わせた事業創出

を支援する。事業の円滑な発展のため、産総研職員の企業における兼業等を促進する。 

（３）企業や一般国民との直接対話を通じた広報の強化 

・オープンラボ等を通じた積極的な広報により、研究者や国民に対し産総研の成果を直

接アピールする機会を拡大し、認知度を高める。 

 

６．その他 

・平成２４年３月３１日限りで特許庁からの委託による特許生物株の寄託や分譲等の業務等

の全部を廃止する。なお、当該業務については、同年４月１日から独立行政法人製品評価

技術基盤機構が承継する。 

・上記１～５を踏まえ、下記の分野について、それぞれ別表に示した具体的な技術開発

を進める。 

   鉱工業の科学技術 【別表１】 

   地質の調査    【別表２】 

   計量の標準    【別表３】 

 

Ⅲ．業務運営の効率化  

１．業務運営の抜本的効率化 

（１）管理費、総人件費等の削減・見直し 

・運営費交付金を充当して行う事業は、新規に追加されるもの、拡充分等は除外した上

で、一般管理費は毎年度３％以上を削減し、業務費は毎年度１％以上を削減する。 

・総人件費は、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」(平

成１８年法律第４７号)等に基づき、平成１８年度から５年間で５％以上を基本とする

削減等の取組を引き続き実施するとともに、「経済財政運営と構造改革に関する基本

方針２００６」（平成１８年７月７日閣議決定）に基づき、人件費改革の取組を平成

２３年度まで継続する。 

・一般管理費、諸手当及び法定外福利費について、適正な水準であるか等を含め、不断

の確認を行い改善する。 

・施設管理業務等について、アウトソーシングを推進し、包括契約や複数年度契約の導

入等により一層効率化を進める。 

・独立行政法人を対象とした横断的な見直しについては、随時適切に対応する。 

（２）契約状況の点検・見直し 

・「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」(平成２１年 

１１月１７日閣議決定)に基づき、契約を徹底的に見直す。 

・一者応札及び１００％落札率の削減等について有識者の意見を踏まえた改善を実施す

る。 

 

２．研究活動の高度化のための取組 

（１）研究組織及び事業の機動的な見直し、外部からの研究評価の充実 

・外部からの研究評価の結果等を踏まえ、研究組織の改廃等を機動的に実施する。また、



 

研究評価の充実に向け、評価者が研究内容を適切に把握できるように、研究者との意

見交換等の機会を拡大する。 

・「産総研研究戦略」を策定し、研究の重点分野、政策との関係、他の機関との連携強

化のための取組等を明らかにし、研究成果の目標等を具体的かつ定量的に示す。 

・地域センター、産総研イノベーションスクール、専門技術者育成事業、ベンチャー開

発センターについては、その成果について確認を行い、最大限の効果が得られるよう

改善する。 

（２）研究機器や設備の効率的な整備と活用 

・新たな事業所等の設置等については、その必要性や経費の節減に十分配慮する。 

・研究機器や設備の配置の機動的見直し、外部の者への利用機会の拡大を進める。 

 

３．職員が能力を最大限発揮するための取組 

（１）女性や外国人を含む優秀かつ多様な人材の確保及び育成 

・中長期的な人材の確保及び育成に関する人事戦略を新たに策定する。橋渡し研究等を

効果的に実施するため、技術マネージャーの育成など多様なキャリアパスを確立する。 

・女性研究者の比率を高めるとともに、外国人研究者の受入れを進める。また、定年に

より産総研を退職する人材の活用を図る。 

（２）職員の能力、職責及び実績の適切な評価 

・職員の評価について、研究活動のみならず、産総研のその他の業務への貢献等を適切

に考慮する。 

 

４．国民からの信頼の確保・向上 

（１）コンプライアンスの推進 

・法令遵守を更に徹底するとともに、役職員のコンプライアンスに関する意識向上のた

めの活動を通じ、産総研の社会的信頼性の維持及び向上を図る。 

・国民の信頼確保の観点から、情報の公開及び個人情報保護に適正に対応する。 

（２）安全衛生及び周辺環境への配慮 

・事故及び災害の未然防止等の安全確保策を推進するとともに、職員の健康に配慮する

ことにより、職員が安心して職務に専念できる職場環境づくりを進める。 

・研究活動に伴い周辺環境に影響が生じないよう、適切な対応を進めるとともに、エネ

ルギーの有効利用の促進に取り組む。 

 

Ⅳ．財務内容の改善に関する事項  

（１）運営費交付金及び外部資金の効果的な使用 

・運営費交付金を充当して行う事業については、「Ⅲ．業務運営の効率化に関する事項」

で定めた事項に配慮した中期計画の予算を作成し、効率的に運営する。 

・外部資金の獲得に際して、産総研業務との関係性の審査を行う。また、外部資金を用

いた研究活動について、他の研究活動とのバランスが確保できるよう適切に実施する。 

（２）共同研究等を通じた自己収入の増加 

・共同研究を通じた民間の研究資金の受入れ、特許使用料、施設利用料等の拡大を進め

る。 



【独立行政法人産業技術総合研究所】
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